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本報告書は、内閣府の平成 25 年度科学技術戦略推進委託費「総

合科学技術会議における政策立案のための調査」による委託業

務として、株式会社三菱総合研究所が実施した平成 25 年度「第

4 期科学技術基本計画及び科学技術イノベーション総合戦略

における科学技術イノベーションのシステム改革等のフォロ

ーアップに係る調査」の成果を取りまとめたものです。 
従って、本報告書の著作権は、内閣府に帰属しており、本報告

書の全部又は一部の無断複製等の行為は、法律で認められたと

きを除き、著作権の侵害にあたるので、これらの利用行為を行

うときは、内閣府の承認手続きが必要です。 
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はじめに  

内閣府の平成 25 年度科学技術戦略推進委託費「総合科学技術会議における政策立案のた

めの調査」による委託業務として実施された平成 25 年度「第 4 期科学技術基本計画及び科

学技術イノベーション総合戦略における科学技術イノベーションのシステム改革等のフォ

ローアップに係る調査」は、「第 4 期科学技術基本計画における科学技術イノベーションの

システム改革等のフォローアップに係る調査」と、「科学技術イノベーション総合戦略第 3
章におけるフォローアップに係る調査」の 2 つの部分から構成されている。 

両者は一体として実施されたが、本報告書では、「第 4 期科学技術基本計画における科学

技術イノベーションのシステム改革等のフォローアップに係る調査」部分の成果をとりま

とめている。 
なお、本事業は内閣府の委託により、株式会社三菱総合研究所（一部は公益財団法人未

来工学研究所への再委託）により実施された。 
再委託部分である「主要国等における科学技術イノベーション政策の動向等の把握・分

析」、「我が国及び国際社会の将来の社会像に関する知見の把握・分析」については、別冊

としている。 
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用 語 ・略 称 の一 覧  

本報告書では、以下の通り用語、及び略称の統一を図る。 
本報告書での用語・略称 意味など 
基本計画 「科学技術基本計画」をさす。 

単に「基本計画」とした場合は、第 4 期を示す。また、単に「第 3 期基本計画」、「第

4 期基本計画」等とした場合は、それぞれ「第 3 期科学技術基本計画」、「第 4 期科

学技術基本計画」を示す。 
システム改革等部分 第 4 期基本計画のシステム改革等に関する部分をさす。 

大項目として II.5、III.3、III.4、IV.2～IV.4、V.2～V.4 の 9 項目があり、さらに中項

目、小項目に区分される。 
小項目レベルには、A034～A110 までの整理番号が付与されている。 

総合戦略 「科学技術イノベーション総合戦略」をさす。 
総合戦略第 3 章 「科学技術イノベーション総合戦略」の「第 3 章 科学技術イノベーションに適した環

境創出」をさす。 
検討委員会 本調査のために設置した「科学技術イノベーションシステム改革等検討委員会」 
分析 WG 検討委員会のもとに設置した「科学技術イノベーションシステム改革等検討委員会 

分析ワーキンググループ」 
指標・目標 WG 検討委員会のもとに設置した「科学技術イノベーションシステム改革等検討委員会 

指標・目標ワーキンググループ」 
国際動向 WG 検討委員会のもとに設置した「科学技術イノベーションシステム改革等検討委員会 

国際動向ワーキンググループ」 
予測手法 WG 検討委員会のもとに設置した「科学技術イノベーションシステム改革等検討委員会 

予測手法ワーキンググループ」 
平文 第 4 期基本計画のシステム改革等部分の小項目で、実現を目指す目標、取組の

方向性等について平文で記載した部分。 
この後に推進方策が示されている。 
本調査では、この平文から「実現目標」、「問題認識」、「実施目標」に整理して分析

している。 
推進方策 第 4 期基本計画のシステム改革等部分の小項目で、箇条書きで実施事項を記載

した部分。 
平文の後に示されている。 

予算事業 通常、事業名で呼ばれ、主な予算資料に予算額が出るもの。 
非予算事業 制度改正、運用改善、会議設置等 
システム改革指標群 基本計画の小項目別の平文において、実現を目指す目標として記載されている事

項について、科学技術イノベーションシステムの改革の進展状況を示す指標。ただ

し、一部、基本計画の「推進方策」に記載された将来の状態に関する目標に関す

る指標を含む。 
各指標には、小項目の整理番号に-01、-02のように2桁の数字を追加した指標 ID
を付与している。この 2 桁の 10 の位はシステム改革指標の場合 0 としており、1
の位はそのシステム改革指標群の中の順序を示している。1 つの指標に複数の指

標データが対応している場合は、さらに枝番として-1、-2 のように追加する。 
例）A040-01 整理番号 A040 の小項目の 1 つ目のシステム改革指標 
例）A040-01-2 システム改革指標 A040-01 の 2 番目の指標データ 

計画進捗指標群 基本計画の小項目別の「推進方策」に記載された事項（国としての施策、大学や公

的研究機関への期待、目標値等）の進捗状況を示すもの。 
各指標には、小項目の整理番号に-11 のように 2 桁の数字を追加した指標 ID を付

与している。この 2 桁の 10 の位は対応する小項目の推進方策の順序を示してお

り、1 の位はその推進方策の中の順序を示している。1 つの指標に複数の指標デ

ータが対応している場合は、さらに枝番として-1、-2 のように追加する。 
例）A040-23 整理番号 A040 の小項目の 2 つ目の推進方策の 3 つ目の計画進捗

指標 
例）A040-23-4 計画進捗指標 A040-23 の 4 番目の指標データ 

指標データ 各指標を具体的に表すデータ。 
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1. 目的と概要 

1.1 調査の背景と目的 

第 4 期科学技術基本計画（以下「基本計画」）は、平成 23（2011）年 8 月に閣議決定が

なされ、2015 年度までの 5 年間の期間のうち 2 年あまりが経過している。基本計画では、

「国はその進捗状況について、適時、適切にフォローアップを行い、その結果を、基本計画

の見直しや新たな政策の企画立案に活用する」とされているところであり、科学技術イノベ

ーション総合戦略等、計画策定後の情勢変化も踏まえた上で、2014 年度の秋を目途に、こ

れまでの進捗状況について中間フォローアップを取りまとめるとともに、その結果を 2015
年度に予定する第 5 期科学技術基本計画の策定に活かすことが必要である。 
このため、本調査では、基本計画のうち、科学技術イノベーションのシステム改革等に関

する事項について、中間フォローアップを取りまとめるに当たって必要な情報の収集及び分

析を行うことを目的とする。 
なお、基本計画における科学技術イノベーションのシステム改革等に関する事項と、科学

技術イノベーション総合戦略における第 3 章は密接に関連しているため、両者のフォロー

アップに関する調査は一体として行われた。本報告書「第 4 期科学技術基本計画における

科学技術イノベーションのシステム改革等のフォローアップに係る調査」は基本計画に関す

るものであり、科学技術イノベーション総合戦略第 3 章に関する調査については別途「科

学技術イノベーション総合戦略第 3 章におけるフォローアップに係る調査」として報告書

をまとめている。 

1.2 調査の位置づけ 

基本計画の進捗確認については、総合科学技術会議科学技術イノベーション政策推進専門

調査会において、2014 年秋までに調査・検討が行われる予定である。内閣府の委託調査で

ある本調査は、その中間レビューに向けて、必要な情報の収集および分析を行うものであり、

本調査自体は基本計画の中間レビューではない。また、本調査は基本計画のうち、科学技術

イノベーションのシステム改革等に関する事項のみを対象としている。 
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1.3 調査の対象 

表 1-1 に示す基本計画のシステム改革等に関する部分を本調査の対象とする。 

表 1-1 第 4 期科学技術基本計画のシステム改革等に関する部分 

大項目 中項目 小項目 
II.5.科学技術イノ

ベーションの推進

に向けたシステム

改革 

(1)科学技術イノベーションの戦

略的な推進体制の強化 
①「科学技術イノベーション戦略協議会（仮称）」の創設 
②産学官の「知」のネットワーク強化 
③産学官協働のための「場」の構築 

(2)科学技術イノベーションに関

する新たなシステムの構築 
①事業化支援の強化に向けた環境整備 
②イノベーションの促進に向けた規制・制度の活用 
③地域イノベーションの構築 
④知的財産戦略及び国際標準化戦略の推進 

III.3.重要課題の

達成に向けたシ

ステム改革 

(2)国主導で取り組むべき研究開発の推進体制の構築 

III.4.世界と一体

化した国際活動

の戦略的展開 

(1)アジア共通の問題解決に向けた研究開発の推進 
(2)科学技術外交の新たな展開 ①我が国の強みを活かした国際活動の展開 

②先端科学技術に関する国際活動の推進 
③地球規模問題に関する開発途上国との協調及び協力の

推進 
④科学技術の国際活動を展開するための基盤の強化 

IV.2.基礎研究の

抜本的の強化 
(1)独創的で多様な基礎研究の強化 
(2)世界トップレベルの基礎研究の強化 

IV.3.科学技術を

担う人材の育成 
(1)多様な場で活躍できる人材の

育成 
① 大学院教育の抜本的強化 
②博士課程における進学支援及びキャリアパスの多様化 
③技術者の養成及び能力開発 

(2)独創的で優れた研究者の養

成 
①公正で透明性の高い評価制度の構築 
②研究者のキャリアパスの整備 
③女性研究者の活躍の促進 

(3)次世代を担う人材の育成 
IV.4.国際水準の

研究環境及び基

盤の形成 

(1)大学及び公的研究機関にお

ける研究開発環境の整備 
①大学の施設及び設備の整備 
②先端研究施設及び設備の整備、共用促進 

(2)知的基盤の整備 
(3)研究情報基盤の整備 

V.2.社会と科学技

術イノベーション

との関係深化 

(1)国民の視点に基づく科学技術

イノベーション政策の推進 
①政策の企画立案及び推進への国民参画の促進 
②倫理的・法的・社会的課題への対応 
③社会と科学イノベーション政策をつなぐ人材の養成及び

確保 
(2)科学と科学技術コミュニケーション活動の推進 

V.3.実効性のある

科学技術イノベー

ション政策の推進 

(1)政策の企画立案及び推進機能の強化 
(2)研究資金制度における審査

及び配分機能の強化 
①研究資金の効果的、効率的な審査及び配分に向けた制

度改革 
②競争的資金制度の改善及び充実 

(3)研究開発の実施体制の強化 ①研究開発法人の改革 
②研究活動を効果的に推進するための体制整備 

(4)科学技術イノベーション政策

におけるＰＤＣＡサイクルの確立 
①ＰＤＣＡサイクルの実効性の確保 
②研究開発評価システムの改善及び充実 

V.4.研究開発投

資の拡充 
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1.4 調査の構成 

本調査の全体構成を図 1-1 に示す。図 1-1 では、一体として実施した「科学技術イノベ

ーション総合戦略第 3 章におけるフォローアップに係る調査」も示しており、本調査は上

段に該当する。 

 
図 1-1 調査の全体構成 

「2. 第 4 期科学技術基本計画の進捗に関するデータの収集・分析」では、基本計画のシ

ステム改革等に関する部分（II.5、III.3、III.4、IV.2～IV.4、V.2～V.4、以下同様）に記載

された項目別（大項目レベル 9、小項目レベル 36）に、目的の達成に向けた活動の進捗状

況について客観的な指標群（計画進捗指標群、システム改革指標群）を網羅的に収集し、分

析している。 
「3. 詳細調査」では、2 章や、これまでの各種計画、戦略や提言等に現れる問題意識を

踏まえ、「基本計画の推進の観点から特に重要と考えられる問題意識」を整理した。この整

理は、第 4 期科学技術基本計画における目指すべき姿の観点から、「イノベーションの芽を

育む基礎・基盤的能力」、「イノベーションを駆動・結実させる力」の 2 つ、総合科学技術

会議としての俯瞰的観点から、「施策の全体最適化」、「外部環境変化への対応（グローバル

化、少子高齢化）」、「第 4 期基本計画の新しい考え方の浸透（課題達成型アプローチ）」の 3
つに着目し、これらを組み合わせた 6 領域のフレームで検討した。これに基づき、主要な

問題意識に対応する 8 つの調査課題を設定して詳細調査を実施した。 
「主要国等における科学技術イノベーション政策の動向等の把握・分析」では、2 つの部

分からなり、まず、「主要国等における科学技術政策の概要及び我が国との比較」として、

主要国（主に米、EU、英、独、仏、中、韓の 7 か国・地域）の科学技術イノベーションに

関する政策の動向や取組事例を把握し、我が国の政策や取組との比較考証を行い、我が国の

世界の中での位置づけを確認し、我が国の国際的な強み、弱みを把握している。次に、「世

界各国の特徴に応じた調査」では、参考となる海外の先行事例、海外を対象とした重要事例

科学技術イノベーション総合戦略第3章におけるフォローアップに係る調査 報告書

第4期科学技術基本計画における科学技術イノベーションのシステム改革等のフォローアップに係る調査 報告書

重点的取組ごとの主要
国の先進事例

2. 第4期基本計画の
進捗に関するデータの収
集・分析

3. 詳細調査
我が国及び国際社会の
将来の社会像に関する
知見の把握・分析

重点的取組ごとに想定
できる評価項目及び指
標の体系化（モデル
化）

我が国の重点的取組ご
との現状の把握と将来
目指すべき「目標値」の
設定

工程表に基づく各省施
策の濃淡・空白の調査
分析

主要国等における科学
技術イノベーション政策
の動向等の把握・分析

重点的取組ごとの「目
標値」達成に至るまでの
工程表原案の作成

連動

参考
事例

参考
事例

連動

各府省施策

将来予測

モデル
（指標）

工程表

連動

参考事例
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について、調査を行っている。さらに、特に国際比較分析を行う上で重要と考えられる横断

的テーマを抽出し、世界各国の特徴を踏まえた取組に関する調査を行っている。 
「我が国及び国際社会の将来の社会像に関する知見の把握・分析」では、客観的なデータ

に基づいて行われた様々な手法による将来の社会像に関する予測調査を収集・整理し、科学

技術イノベーション政策の対象領域に関する将来の社会像の各種予測における我が国の状

況を、参照上の課題・留意点とともに整理している。また、それらの整理を踏まえ、次期基

本計画の策定の検討における将来社会像に関する知見の把握の有用性を検討している。 
「調査全体のまとめ」では、それまでの章を踏まえ、基本計画のシステム改革等に関する

部分の目的の達成に向けた進捗状況や課題、科学技術イノベーション政策の立案・実施と体

制、等について総合的に分析している。また、次期基本計画の策定における将来社会に関す

る検討、今後の検討が必要な事項（課題・データ整備）、フォローアップの効果的・効率的

実施方法に関する提言をまとめている。 
 
なお、「主要国等における科学技術イノベーション政策の動向等の把握・分析」、「我が国

及び国際社会の将来の社会像に関する知見の把握・分析」については、別冊としている。 

1.5 調査実施体制 

1.5.1 体制全体 

調査実施全体の体制を図 1-2 に示す。これは、本調査と一体として実施した「科学技術

イノベーション総合戦略第 3 章におけるフォローアップに係る調査」と共通の体制である。 
本調査は内閣府から株式会社三菱総合研究所への委託によって実施された。一部は公益財

団法人未来工学研究所へ再委託されている。 
調査に際しては、専門家からなる検討委員会及びその下の 4 つのワーキンググループを

設置・運営した。 

 
図 1-2 調査実施全体の体制 

検討委員会及びワーキンググループ（WG）の詳細は以降に示す。 

内閣府

株式会社三菱総合研究所 公益財団法人未来工学研究所

科学技術イノベーションシステム
改革等検討委員会

分析
ワーキンググループ

指標・目標
ワーキンググループ

国際動向
ワーキンググループ

予測手法
ワーキンググループ

委託

再委託



 

 5 

1.5.2 検討委員会と WG 

(1) 科学技術イノベーションシステム改革等検討委員会 

科学技術イノベーションシステム改革等検討委員会（以下「検討委員会」）の検討事項は

以下である。 

 基本計画の進捗状況のとりまとめ 
 問題意識を踏まえた詳細調査のとりまとめ 
 イノベーション創出環境の評価項目・指標モデルの体系化 
 総合戦略の重点的取組の目標及び工程表原案 

表 1-2 検討委員会 委員リスト（順不同、敬称略） 

区分 氏名 所属・役職 

委員長 根津 利三郎 株式会社富士通総研 エグゼクティブ・フェロー 
経済産業研究所 シニアリサーチアドバイザー 

委員 

安東 泰志 ニューホライズン キャピタル株式会社 会長兼社長 
井川 康夫 北陸先端科学技術大学院大学 知識科学研究科（社会知識領域） 教授 
伊地知 寛博 成城大学社会イノベーション学部 教授 
上山 隆大 慶應義塾大学総合政策学部 教授 
大島 まり 東京大学大学院情報学環／生産技術研究所 教授 
笠木 伸英 科学技術振興機構研究開発戦略センター上席フェロー 
桑原 輝隆 政策研究大学院大学 教授 
中馬 宏之 一橋大学イノベーション研究センター 教授 
元橋 一之 東京大学 工学系研究科 教授 

経済産業研究所 ファカルティフェロー 
渡部 俊也 東京大学政策ビジョン研究センター 教授 

オブザーバー 斎藤 尚樹 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 総務研究官 
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表 1-3 検討委員会 開催概要 

回 日時 検討事項 

第 1 回 2013 年 12 月 9 日 
10:00-12:00 

(1)フォローアップ調査の概要と検討委員会・WG について 
(2)詳細調査の進め方について 
(3)科学技術イノベーション創出環境の評価項目・指標モデルについて 
(4)国際調査について 
(5)将来予測調査について 

第 2 回 2014 年 1 月 22 日 
15:00-17:00 

(1)検討委員会・WG での検討状況 
(2)成果報告書の構成について 
(3)「A(1)第 4 期科学技術基本計画の進捗に関するデータの収集・分析」の進捗に

ついて 
(4)「B(2)科学技術イノベーション創出環境の評価項目・指標モデル」の進捗につ

いて 
(5)「A(4)将来予測調査」の進捗について 
(6)「A(3)B(1)国際動向調査」の進捗について 
(7)「A(2)詳細調査」の進捗について 

第 3 回 2014 年 2 月 19 日 
15:00-18:00 

(1)検討委員会・WG での検討状況 
(2)成果報告書について 
(3)「B(2)(3)(4)(5)総合戦略の重点的取組の目標・工程表原案、政策の濃淡分

析」について 
(4)「A(3)B(1)国際動向調査」結果について 
(5)「A(4)将来予測調査」結果について 
(6)「A(1)科学技術基本計画の進捗に関するデータの収集・分析」の結果について 
(7)「A(2)詳細分析」の結果について 
(8)今後の課題について 

 

(2) 分析ワーキンググループ 

科学技術イノベーションシステム改革等検討委員会 分析ワーキンググループ （以下「分

析 WG」）の検討事項は以下である。 

 基本計画の進捗状況分析（基礎研究及び人材育成の強化等、科学技術イノベーション

の推進に向けたシステム改革、社会とともに創り進める政策の展開に係る部分等） 
 問題意識を踏まえた詳細調査 

表 1-4 分析 WG 委員リスト（順不同、敬称略） 

区分 氏名 所属・役職 

委員 

上山 隆大 慶應義塾大学 総合政策学部 教授 
桑原 輝隆 政策研究大学院大学 教授 
小林 傳司 大阪大学 コミュニケーションデザイン・センター 教授 
根本 光宏 科学技術振興機構 研究開発戦略センター 戦略推進室長 
服部 健一 ソニー株式会社 メディカル事業ユニット 

経営企画部 チーフ・ストラテジスト 
林 隆之 大学評価・学位授与機構 准教授 
元橋 一之 東京大学 工学系研究科 教授 

経済産業研究所 ファカルティフェロー 
山口 栄一 同志社大学 教授 
渡部 俊也 東京大学政策ビジョン研究センター 教授 
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表 1-5 分析 WG 開催概要 

回 日時 検討事項 

第 1 回 2013 年 12 月 20 日 
17:00-19:00 

(1)フォローアップ調査の概要と検討委員会・WG について 
(2)第 4 期科学技術基本計画のレビュー等に関する調査の位置づけについて 
(3)詳細調査の進め方について 
(ア)イノベーションの芽を育む基礎・基盤的能力関連 
(イ)イノベーションを駆動・結実させる力関連 

第 2 回 2014 年 2 月 6 日 
18:00-20:00 

(1)成果報告書の構成について 
(2)詳細調査の成果報告及び今後のとりまとめについて（イノベーションの芽を

育む基礎・基盤的能力関連） 
-研究資金使用と利益相反マネジメントに関する調査 
-日本の大学に関するレピュテーション調査 
-課題達成型アプローチの浸透度・影響調査 
-大学関連施策のコンフリクト等の事例分析 

第 3 回 2014 年 2 月 10 日 
18:00-20:00 

(1)成果報告書の構成について 
(2)詳細調査の成果報告及び今後のとりまとめについて（イノベーションを駆

動・結実させる力関連） 
-イノベーション需要サイド施策の調査 
-イノベーション・マネジメント人材施策・人材調査 
-社会実験やモデル事業の実効性向上に関する調査 
-産学連携によるイノベーション創出効果分析 
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(3) 指標・目標ワーキンググループ 

科学技術イノベーションシステム改革等検討委員会 指標・目標ワーキンググループ（以

下「指標・目標 WG」）の検討事項は以下である。 

 イノベーション創出環境の評価指標の体系化の検討 
 総合戦略の重点的取組の目標及び工程表原案の検討 
 指標による日本の強み・弱みの分析 

表 1-6 指標・目標 WG 委員リスト（順不同、敬称略） 

区分 氏名 所属・役職 

委員 
伊地知 寛博 成城大学社会イノベーション学部 教授 
東條 吉朗 新エネルギー・産業技術総合開発機構 プログラム・アドバイザー 
深尾 京司 一橋大学経済研究所 教授 

オブザーバー 富澤 宏之 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 科学技術・学術基盤調査研究室長 
 

表 1-7 指標・目標 WG 開催概要 

回 日時 検討事項 

第 1 回 2013 年 12 月 16 日 
17:00-19:00 

(1)フォローアップ調査の概要と検討委員会・WG について 
(2)第 4 期科学技術基本計画の進捗に関するデータの収集・分析について 
(3)科学技術イノベーション総合戦略第 3 章の重点的取組における評価項目・指

標の体系化（モデル化）、将来目指すべき「目標値」の設定について 

第 2 回 2014 年 1 月 21 日 
18:00-20:00 

(1)フォローアップ調査の概要と検討委員会・WG について 
第 4 期科学技術基本計画のレビュー等に関する調査の位置づけについて 
(2)国際動向調査の進め方について 
(ア)主要国等における科学技術政策概要の相互及び我が国との比較関連 
(イ)世界各国の特徴に応じた調査関連 
(ウ)重点的取組ごとの主要国の先行事例調査関連 

第 3 回 2014 年 2 月 17 日 
16:00-18:00 

(1)B(2)総合戦略第 3 章の重点的取組における評価項目・指標の体系化（モデ

ル化）について 
(2)B(3)総合戦略第 3 章の目標値設定について 
(3)B(5)総合戦略第 3 章の施策の濃淡分析について 
(4)A(1)第 4 期科学技術基本計画の進捗に関するデータの収集・分析について 
(5)残された課題について 
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(4) 国際動向ワーキンググループ 

科学技術イノベーションシステム改革等検討委員会 国際動向ワーキンググループ（以下

「国際動向 WG」）の検討事項は以下である。 

 主要国の科学技術イノベーションの動向及び横断分析（我が国の強み・弱みの分析） 
 海外の先行取組事例の調査 

表 1-8 国際動向 WG 委員リスト（順不同、敬称略） 

区分 氏名 所属・役職 

委員 

伊地知 寛博 成城大学社会イノベーション学部 教授 
遠藤 悟 日本学術振興会グローバル学術情報センター 企画官・分析研究員 
大橋 弘 東京大学大学院経済学研究科 教授 
岡山 純子 科学技術振興機構研究開発戦略センター フェロー 
鈴木 潤 政策研究大学院大学 教授 
永野 博 政策研究大学院大学 非常勤講師 
林 隆之 大学評価・学位授与機構研究開発部 准教授 

 

表 1-9 国際動向 WG 開催概要 

回 日時 検討事項 

第 1 回 2013 年 12 月 27 日 
10:00-12:00 

(1)フォローアップ調査の概要と検討委員会・WG について 
第 4 期科学技術基本計画のレビュー等に関する調査の位置づけについて 
(2)国際動向調査の進め方について 
(ア)主要国等における科学技術政策概要の相互及び我が国との比較関連 
(イ)世界各国の特徴に応じた調査関連 
(ウ)重点的取組ごとの主要国の先行事例調査関連 

第 2 回 2014 年 1 月 29 日 
19:00-21:00 

(1)第 4 期科学技術基本計画における科学技術イノベーションのシステム改革

等のフォローアップに係る調査「主要国等における科学技術政策概要の相互

及び我が国との比較」（【A3】ア）の実施内容等について 
(2)第 4 期科学技術基本計画における科学技術イノベーションのシステム改革

等のフォローアップに係る調査「世界各国の特徴に応じた調査」（【A3】イ）の実

施内容等について 
(3)科学技術イノベーション総合戦略第 3 章におけるフォローアップに係る調査

「重点的取組ごとの主要国の先行事例調査」（【B1】）の実施内容等について 

第 3 回 2014 年 2 月 21 日 
19:00-21:00 

(1)国際調査の結果及び示唆について 
(2)今後のスケジュールについて 
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(5) 予測手法ワーキンググループ 

科学技術イノベーションシステム改革等検討委員会 予測手法ワーキンググループ（以下

「予測手法 WG」）の検討事項は以下である。 

 次期基本計画の検討等に関連する各種予測手法の検討 

表 1-10 予測手法 WG 委員リスト（順不同、敬称略） 

区分 氏名 所属・役職 

委員 

旭岡 叡峻 株式会社 社会インフラ研究センター  代表取締役 
近藤 義和 株式会社 三井物産戦略研究所 
高橋 真吾 早稲田大学大学院 創造理工学研究科 教授 
南部 哲宏 株式会社 博報堂 テーマビジネスユニット テーマ開発局 シニアプロデュー

サー 
前田 知子 科学技術振興機構 研究開発戦略センター フェロー 
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表 1-11 予測手法 WG 開催概要 

回 日時 検討事項 

第 1 回 2013 年 12 月 20 日 
17:00-19:00 

(1)フォローアップ調査の概要及び将来社会像に関する知見の把握・分析

〔A4 調査〕の検討状況について 
(2)予測手法ワーキンググループ検討会の進め方 
(3)2020 年までの将来の社会像について 
(4)2030 年～2050 年までの将来の社会像について 

第 2 回 2014 年 1 月 23 日 
18:00～20:30 

(1)2020 年までの中長期の予測情報についての評価 
(2)予測情報の信頼性についての検討 
(3)次回検討事項の確認－我が国の持続的な発展を促す構造の把握に向

けた議論 

第 3 回 2014 年 2 月 14 日 
17:00～19:00 

(1)社会的カテゴリー等の分類について 
(2)予測情報における解釈情報の活用について 
(3)予測情報（定量情報＋解釈情報）における注目点と変化要因 
(4)予測情報を国の将来ビジョンに活用するための課題 
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2. 第 4 期科学技術基本計画の進捗に関するデータの収集・分析 

第 4 期科学技術基本計画（以下「基本計画」）のシステム改革等に関する部分に記載され

た項目別に、目的の達成に向けた活動の進捗状況について調査を行った。 
基本計画のシステム改革等部分については、大項目レベル、中項目レベル、小項目レベル

に階層的に区分されているが、本章では大項目レベルの分析、小項目レベルの分析を行った。 
まず、目的と方法について 2.1 で述べ、大項目レベルの分析を 2.2 に、小項目レベルの分

析を 2.3 に示す 1。 

2.1 目的と方法 

2.1.1 目的 

本章の目的は、基本計画（本調査対象部分）のフォローアップのための基礎的な情報を得

るため、基本計画に記載された項目別に、目的の達成に向けた活動（施策）の進捗状況につ

いて関連するデータの収集・整理を行うことである。このデータ収集の結果は、本調査対象

部分以外も含めた基本計画全体の中間フォローアップの検討、及び第 5 期の基本計画の方

向性の検討に資するものとなる。 
具体的には、基本計画に位置付けられた幅広い目標、推進方策等について網羅的に、でき

る限り定量的に把握し、計画の進捗状況を確認するとともに、今後留意すべき兆候（問題意

識）を抽出している。特に、重要と考えられる現象、政策領域については、「3.詳細調査」

で検討を行っている。 
このデータ収集・分析作業は、次年度（2014 年度）以降も継続的に続けていくことが想

定される。この作業の役割は、ある種のセンサである。センサで問題の兆候が発見されれば、

適宜、原因解明や対策のための調査を別途実施していくことが必要となる。 
なお、第 1 期から第 3 期までの基本計画については、文部科学省 科学技術・学術政策研

究所（第 1 期・第 2 期については三菱総合研究所との連名）において、本章に類似したデ

ータ収集作業が実施されている 2。これら過去の調査と比較し、データ把握する指標の数（約

200~300）では同等であるが、以下のような点で、過去の調査とは異なる。 

 基本計画に関連した政策実施の実態を極力網羅的に把握して示した。 
 国際比較データを極力示した。 
 データ収集の結果を示すだけでなく、小項目別、大項目別に総括的なまとめを記載し、

今後に課題と考えられる事項についても記載した。 
 本報告書とは別に、指標の原データを Excel のデータセットとして整備し、同一フ

ォーマットで時系列的にデータを収集・整理した。これは、今後のデータ更新を容易

とすることを念頭に置いたものである。 

                                                  
1収録された情報に関連する関係機関全般との調整を行ったものではないことから、事実関係の解釈に関す

る情報の使用に当たっては、関係機関への確認などに留意する必要がある。 
2 第 3 期基本計画については、文部科学省 科学技術・学術政策研究所『第 3 期科学技術基本計画のフォロ

ーアップに係る調査研究 基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査（NISTEP REPORT No.133）』
2009 年 3 月を参照。 
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本章のデータ収集・分析の作業に当たっては、以下を考慮した。 

 今回限りの作業ではなく、今後のメンテナンス可能性を考慮する。 
 用語の使い方に注意する（例「課題」、「取組」、「施策」、「事業」、「政策」）。例えば、

総合戦略では、「取組」のほうが「施策」の上位概念となっている。 

2.1.2 方法 

本章は、図 2-1 のステップにより実施した。 
最初に、基本計画の記載事項（計画事項）に関連する施策の収集、整理を行った。 
次に、基本計画の進捗状況を確認するための指標を設定し、当該指標に相応しい数値・事

例等のデータ収集・整理を行った。 
最後に、進捗状況や問題点についての整理・分析を行った。 

 
図 2-1 「第 4 期科学技術基本計画の進捗に関するデータの収集・分析」の調査フロー 

具体的な作業手順は以下の通りであった。 

(1) 基本計画の構造の把握、整理 

本調査で対象とした基本計画の記載は、基本計画の第 2 章等の社会的課題として特に取

り組むべき重要な課題として取り上げた事項の達成に向けた推進策の記載（グリーンイノベ

ーション、ライフイノベーション等）を除いたシステム改革等部分である。具体的には、表 
2-1 に掲げる項目である。 

 大項目レベル 9 件（Ⅱ.5 など） 
 小項目レベル 36 件（①のレベル、①のレベルがない場合は(1)のレベル） 

小項目レベルについては、「整理番号」を付与する。整理番号は A034～A110 のように A
で始まる文字列である。 
  

Step1 Step2 Step3

進捗状況や問題点の
整理・分析

進捗状況確認のため
の指標設定、指標デー
タの収集・整理

計画事項に関連する
施策の収集・整理

 計画事項に対応す
る指標の設定

 指標に関するデータ
の収集・整理

 アンケートで把握する
項目出し

 基本計画における計
画事項の書き出し

 計画事項に関する関
連施策の抽出、情
報収集、確認

 施策の実施状況、
指標の推移を比較
対照

 進捗状況の問題点
を抽出、記述
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表 2-1 本調査で対象とする基本計画の該当箇所と整理番号 

大項目 中項目 小項目 整理 
番号 

Ⅱ．5．科学技術イノ

ベーションの推進に

向けたシステム改革 

（1）科学技術イノベーションの戦

略的な推進体制の強化 

①「科学技術イノベーション戦略協議会（仮

称）」の創設 A034 

②産学官の「知」のネットワーク強化 A035 
③産学官協働のための「場」の構築 A036 

（2）科学技術イノベーションに関

する新たなシステムの構築 

①事業化支援の強化に向けた環境整備 A038 
②イノベーションの促進に向けた規制・制度の

活用 A039 

③地域イノベーションの構築 A040 
④知的財産戦略及び国際標準化戦略の推進 A041 

Ⅲ．3．重要課題の

達成に向けたシステ

ム改革 
（2）国主導で取り組むべき研究開発の推進体制の構築 A062 

Ⅲ．4．世界と一体化

した国際活動の戦略

的展開 

（1）アジア共通の問題解決に向けた研究開発の推進 A064 

（2）科学技術外交の新たな展開 

①我が国の強みを活かした国際活動の展開 A066 
②先端科学技術に関する国際活動の推進 A067 
③地球規模問題に関する開発途上国との協調

及び協力の推進 A068 

④科学技術の国際活動を展開するための基盤

の強化 A069 

Ⅳ．2．基礎研究の

抜本的な強化 
（1）独創的で多様な基礎研究の強化 A073 
（2）世界トップレベルの基礎研究の強化 A074 

Ⅳ．3．科学技術を担

う人材の育成 

（1）多様な場で活躍できる人材

の育成 

① 大学院教育の抜本的強化 A077 
②博士課程における進学支援及びキャリアパ

スの多様化 A078 

③技術者の養成及び能力開発 A079 

（2）独創的で優れた研究者の養

成 

①公正で透明性の高い評価制度の構築 A081 
②研究者のキャリアパスの整備 A082 
③女性研究者の活躍の促進 A083 

（3）次代を担う人材の育成 A084 

Ⅳ．4．国際水準の

研究環境及び基盤

の形成 

（1）大学及び公的研究機関にお

ける研究開発環境の整備 
①大学の施設及び設備の整備 A087 
②先端研究施設及び設備の整備、共用促進 A088 

（2）知的基盤の整備 A089 
（3）研究情報基盤の整備 A090 

Ⅴ．2．社会と科学技

術イノベーションとの

関係深化 

（1）国民の視点に基づく科学技

術イノベーション政策の推進 

①政策の企画立案及び推進への国民参画の

促進 A095 

②倫理的・法的・社会的課題への対応 A096 
③社会と科学技術イノベーション政策をつなぐ

人材の養成及び確保 A097 

（2）科学技術コミュニケーション活動の推進 A098 

Ⅴ．3．実効性のある

科学技術イノベーシ

ョン政策の推進 

（1）政策の企画立案及び推進機能の強化 A100 

（2）研究資金制度における審査

及び配分機能の強化 

①研究資金の効果的、効率的な審査及び配分

に向けた制度改革 A102 

②競争的資金制度の改善及び充実 A103 

（3）研究開発の実施体制の強化 
①研究開発法人の改革 A105 
②研究活動を効果的に推進するための体制整

備 A106 

（4）科学技術イノベーション政策

におけるＰＤＣＡサイクルの確立 
①ＰＤＣＡサイクルの実効性の確保 A108 
②研究開発評価システムの改善及び充実 A109 

Ⅴ．4．研究開発投資の拡充 A110 
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基本計画の小項目は、「平文」＋箇条書きの「推進方策」という構成となっている。 
「平文」では、現状認識として、現状に関する問題認識を述べた後、将来に実現を目指す

状態（本報告書では、「実現目標」と呼ぶ。以下同様。）について記載している。さらに、目

標に向けての取組の方向性等（本報告書では、「実施目標」と呼ぶ。以下同様。）を記載して

いる。 
「推進方策」は、基本計画中では、箇条書きで記載されている。推進方策は、平文に示さ

れた方向性に沿って、今後実施すべき事項をより具体的に記載している。ただし、一部であ

るが、将来の状態に関する目標を掲げている箇所もあった。 

表 2-2 基本計画の小項目の構成（平文の箇所＋推進方策（箇条書き）で構成） 
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(2) 基本計画に関連する施策の抽出（「施策リスト」の作成） 

基本計画の小項目ごとに関連する各府省の施策をリストアップした。具体的には、科学技

術白書からの関連施策の抽出を行うとともに、内閣府が関係府省に照会した結果 3の取りま

とめを行った。参考として、過去の科学技術白書に掲げられた施策をサーベイするため、文

部科学省 科学技術・学術政策研究所がとりまとめた「重要施策データベース 4」も活用し

た。 
対象とする施策は、第 3 期基本計画開始時点（2006 年度）から 2013 年度までに「開始」

されたものを基本とした。施策には、予算を伴う事業、予算を伴わない事業の両方が含まれ

る。 

表 2-3 施策リスト（例） 

 

  

                                                  
3 内閣府が 2013 年度に関係府省に、基本計画の中で本調査に関連する項目（システム改革関連部分）につ

いて、該当する施策を照会したものである。施策照会においては、本報告書に掲載した事業名、開始・終

了年度、所管府省、実施主体、予算額（当初）の他に、当該施策の目標、概要、これまでの達成状況、今

後の課題についても情報収集した。 
4 文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術イノベーション政策における重要施策データベースの

構築（NISTEP NOTE No.8）」2013 年 11 月 

革新的ハイパフォーマンス・コン
ピューティング・インフラ（HPCI）の
構築

2006 未定 文部科学省 文部科学省 21,100 19,900 16,400

特定放射光施設（SPring-8、
SACLA）の整備・共用

1991 未定 文部科学省 独法、公益財団法人 12,912 13,804 13,914

特定中性子線施設の整備・共用 2009 未定 文部科学省 独法、公益財団法人 7,013 8,563 9,458
先端研究基盤共用・プラットフォー
ム形成事業

2009 未定 文部科学省 文部科学省 1,293 1,293 1,563

ナノテクノロジープラットフォーム 2012 2021 文部科学省
文部科学省／大学・研
究機関

- 1,800 1,800

予算額 （単位：百万円）
実施主体・
実施機関

所管府省
終了
年度

開始
年度

施策名
※予算事業、非予算事業を含む
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(3) 進捗状況確認のための指標設定 

基本計画の進捗を把握するために、指標を設定した。 

1）基本計画の進捗状況を把握するための指標の種別 

指標は以下の 2 種類とした。 

表 2-4 基本計画の進捗状況を把握するための指標 

区分 備考 
計画進捗指標群 基本計画の小項目別の「推進方策」に記載された事項（国としての施策、大学や公

的研究機関への期待、目標値等）の進捗状況を示すものである。 
システム改革指標群 基本計画の小項目別の平文において、実現を目指す目標として記載されている事

項について、科学技術イノベーションシステムの改革の進展状況を示す指標であ

る。ただし、一部、基本計画の「推進方策」に記載された将来の状態に関する目標

についての指標を含む。 

2）基本計画からの指標設定方法 

a. 基本計画の記載から「システム改革指標群」を設定する方法 

基本計画の平文は、実現を目指す目標、取組の方向性等について記載している。 
そこで、平文の部分からは、基本計画が目指している状態、改革の状態を示す指標を位置

づけ、進捗状況を把握した（上記の「システム改革指標群」）。 
平文の語尾は、以下のようになっており、「…の構築」、「…の形成」などの状況を示す指

標を位置づける。 
 

（例） 
…のためには、…を構築する必要がある。 
…に向けて、…を形成する。 
…のための環境整備を行う。 
…のためには、…を形成する必要がある。 
国として、…戦略的に進めていく必要がある。 
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また、基本計画の「推進方策」の中には、一部だけであるが、国による政策対応について

は触れずに、将来の状態を示す目標を示すものがある。例えば、「世界トップ 1%の研究者

を格段に増やす」等である。これらについては、将来に達成すべき状態に関する指標と捉え

て、関連する指標を位置づけた。 
 

（例） 
国は、…研究教育拠点を 100 以上構築することや、…世界

トップ 1%の研究者を格段に増やすことを目指す。 
国は、…テニュアトラック制の教員の割合を、全大学の自然

科学系の若手採用教員総数の 3 割相当とすることを目指す。 
特に、（女性研究者の採用割合について）理学系 20%、工学

系 15%、…の達成を目指す。 
 

表 2-5 基本計画の記載から「システム改革指標群」設定する方法（例） 

基本計画の記載 「指標」の抽出例（「」は指標名） 指標データ 
基礎研究は、研究者の知的好奇心や

探究心に根ざし、その自発性、独創

性に基づいて行われるものである。 
その成果は、人類共通の知的資産の

創造や重厚な知の蓄積の形成につな

がり、ひいては我が国の豊かさや国

力の源泉ともなるものである。 

  

このような独創的で多様な研究を →指標 A073-01 「 論文数、論文シェ

ア」 
文部科学省 科学技術・学術

政策研究所『科学研究のベ

ンチマーキング 2012』（2013
年 3 月）における論文数、論

文シェア 
広範かつ継続的に推進するための

取組を強化する*。 
→指標 A073-02 「独創的で多様な基

礎研究の実施状況」 
総務省統計局『科学技術研

究調査 平成 25 年（平成 24
年度実績）』における基礎研

究費の推移 
*「取組」については、次の計画進捗指標群で取り上げる。 
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b. 基本計画の記載（推進方策）から「計画進捗指標群」を設定する方法 

推進方策の多くは、「国」が主体となっており、国の政策対応を規定しているものである。 
大学や公的研究機関については、「期待する」、「奨励する」と記載している部分と、より

直接的に、「求める」「（公的研究機関等は）…強化する」と、対応のレベルを書き分けて記

載されている。これらについて、進捗状況を把握する指標を位置づける（先述の「計画進捗

指標群」）。 

ア）国が推進主体となるもの：計画進捗指標群を位置づける 

（国が主体となるもの） 

 国は、…を創設する。 
 国は、…を整備する。 
 総合科学技術会議は、…を策定する。 
 国は、…構築を推進する。 
 国は、…を強化する。 
 国は、…を形成する。 
 国は、…支援を行う。 
 国は、…を検討する。 
 国は、…改善を図る。 

（国と他の主体が共同で実施するもの） 

 国、地方自治体、大学、公的研究機関及び産業界は互いに協力して、…一層推進する。 
 国及び公的研究機関は、…相互のネットワークを強化する。 

イ）国が異なる主体の行動に期待あるいは指示をするもの：計画進捗指標群を位置づける 

（国が異なる主体の行動に期待、促進するもの） 

 国は、大学及び公的研究機関が、…を図ることを期待する。 
 国は、…を促進する。 
 国は、大学及び公的研究機関が、…することを奨励する。 

（国が異なる主体に指示を行うもの） 

 国は、大学及び公的研究機関に対して、…の整備を求める。 
 公的研究機関等は、…充実、強化する。 
 国は、…研究者に対し、…積極的に行うよう求める。 
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表 2-6 基本計画の記載から「計画進捗指標群」設定する方法 

基本計画の記載 「指標」の抽出例（「」は指標名） 指標データ 
・国は、研究者の自由な発想に基づ

いて行われる基礎研究を支援すると

ともに、学問的な多様性と継続性を保

持し、知的活動の苗床を確保するた

め、大学運営に必要な基盤的経費

（国立大学法人運営費交付金及び

施設整備費補助金、私学助成）を充

実する。 

 
 
 
 
→指標 A087-01 「大学運営に必要な

基盤的経費の充実度」 

 
 
 
 
「国立大学法人運営費交付

金等」、「国立大学法人等施

設整備費補助金」、及び「私

立大学等経常費補助金 」の

予算額の推移 
注）基本計画「独創的で多様な基礎研究の強化」の例 

3）指標 ID の付与 

各指標には、小項目の整理番号に-01、-02 といった数字を追加した「指標 ID」を付与し

ている。この追加の 2 桁の 10 の位はシステム改革指標の場合は 0 で、1 以降は小項目の推

進方策の順序を示している。1 の位はシステム改革指標群、あるいは推進方策の中の順序を

示している。さらに、1 つの指標に複数の指標データが対応している場合は-1、-2 を追加す

る。 
例）A040-01 整理番号 A040 の小項目の 1 つ目のシステム改革指標 
例）A040-01-3 システム改革指標 A040-01 の 3 番目の指標データ 
例）A040-23 整理番号 A040 の小項目の 2 つ目の推進方策の 3 つ目の計画進捗指標 
例）A040-23-2 計画進捗指標 A040-23 の 2 番目の指標データ 
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